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周南市においては、平成１７年度より「事務事業評価」を導入しており、予算小事業

を主な単位として、事業を実施した翌年度において個別の事務事業ごとでの所管課での

評価や、外部委員による外部評価も行うなど、次年度以降の事務事業の見直しに生かし

てきました。 

そして、平成２０年度からは、本市のまちづくりの最上位計画である「まちづくり総

合計画」の基本計画に掲げられている基本施策を評価する「施策評価」も実施していま

す。 

こうした中、市議会においても、平成２４年度から、事務事業評価の結果を参考に行

政評価を行うなど、積極的な取組みをされているところです。 

また、平成２５年度からは「周南市版マネジメントシステム」を導入し、システムの

中核をなす「部・課の運営方針書」と「事務事業評価」を連動させ、その結果を次年度

の予算編成に反映させるとともに、行政資源である「ひと・もの・かね」の適正配分を

行うための取組みである「サマーレビュー」を企画課、財政課、人事課が連携して展開・

実施してきました。 

平成２８年度からは、「第２次まちづくり総合計画」の推進施策を評価する「施策評

価」や、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の進捗管理と「事務事業評価」を連動さ

せることで、評価の精度向上を図っています。 

 

 

年度 
行政評価 

備考 
事務事業評価 施策評価 政策評価 

平成 22 年度 
実施 

（825 事業） 
－ － 

周南市版事業仕分け実施（29 事

業） 

平成 23 年度 
実施 

（790 事業） 

実施 

（47 基本施策） 
－ 

外部評価実施（事務事業評価にお

いて実施、21 事業） 

平成 24 年度 
実施 

（684 事業） 

実施 

（144 推進施策） 
－  

平成 25 年度 
実施 

（891 事業） 

実施 

（177 推進施策） 
－  

平成 26 年度 
実施 

（936 事業） 

実施 

（41 基本施策） 
－  

平成 27 年度 
実施 

（891 事業） 
－ －  

平成 28 年度 
実施 

（822 事業） 

実施 

（149 推進施策） 
－  

平成 29 年度 
実施 

（785 事業） 

実施 

（149 推進施策） 
－  

平成 30 年度 
実施 

（780 事業） 

実施 

（149 推進施策） 
  

 
１．はじめに 
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行政評価とは「ＰＤＣＡサイクル」を基本として、市が実施する行政活動（市の行政

活動である「政策」「施策」そして「事務事業」により構成）について、その効果等を

一定の基準のもとに評価・検証・見直しを行い、その結果を再度行政活動に生かしてい

くことで、市が定めるまちづくりの目標に向かって着実な進捗を図るための、まちづく

りを下支えする手段・ツールの一つです。 

本市における行政評価は「事務事業評価」と「施策評価」により実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＊サマーレビュー：次年度予算編成に向けて事業の見通しや予算の洗い出しを目的に、

夏に行うヒアリング 

 
２．行政評価の概要（行政評価とは） 

行政評価の流れ（概略図） 

事務事業評価 

事務事業担当所管課 

 

予算要求・査定 

 

 

予算や総合計画 

 

事業執行 

サマーレビュー（※Ｈ30 は未実施） 

所管課 ⇔ 企画課、財政課、人事課 

 

施策評価 

行政評価委員会 
（企画課） 

 

事務事業の改善 

所管課 
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２．１ 行政評価の主な目的 

◆成果志向の行政運営（行政活動の目的・達成目標の明確化） 

◆ＰＤＣＡサイクルを基本とする「行政マネジメントサイクル」の確立（行政活動の

評価・検証・改善による効率的で効果的な行政運営の推進） 

◆情報共有化の促進と説明責任の向上 

◆職員の意識改革 

 

２．２ まちづくり総合計画の体系と行政評価の関連 

 行政評価はまちづくり総合計画に沿って展開・実施される行政活動を対象として行い、

その行政活動は政策、施策、事務事業の３層構造となっています。 

 現在、本市においてはこの行政活動のうち、政策を構成する施策、そして施策の下の

各事務事業についてそれぞれ評価・検証を実施することで、政策の円滑な実施につなげ

ています。 

 施策を対象とする評価が「施策評価」であり、事務事業を対象とする評価が「事務事

業評価」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

政 策 

施  策 

事 務 事 業 手段 

大局的な見地から目指すべき方

向や目的を示すもの、概ね基本

構想の大きな柱となる。 

まちづくり総合計画に

掲げる政策を実現する

ための基本的な施策で、

この施策はそれぞれ事

務事業によって構成さ

れている。 

施策目的を実現する

ための具体的な個別

の手段 

目的 手段 

目的 

事務事業

評価 

施策評価 

市が行う 

行政評価 

行政活動 行政活動説明 

まちづくり総合計画の構造 
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２．３ 事務事業評価と施策評価について 

（１）事務事業評価とは 

事務事業とは、施策の目的を実現するための個別の事務や事業で、事業における最

小単位であり、施策は通常複数の事務事業により構成されています。 

その施策を構成する事務事業について評価・検証を行うのが「事務事業評価」です。 

 

 

 

 

①評価主体 

事務事業を所管する課において評価を行います。 

 

②評価の主な内容 

評価は、各個別事務事業ごとに主に以下の方法により評価を行い、最終的に事務事

業ごとに「総合評価」として４つの評価結果（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４分類）の中から一

つの結果・結論を導き出します。 

 

ア．定量評価方式による評価 

事務事業の特性や性格に応じて、あらかじめ活動指標や成果指標の目標値を設

定し、その目標値に対する目標達成率から客観的な評価を行います。 

 

イ．定性評価方式 

事務事業の必要性や有効性などから評価を行います。 

 

ウ．コスト分析 

コスト面から分析を加え評価を行います。 

 

③具体的な評価の方法 

 ア．評価にあたっての事務事業の分類 

「事務事業評価」については、各事務事業をその内容等に応じて下記の４つに

分類して評価を行います。 

 

 

 

 
施策 A 

 
事務事業 A 

 
事務事業 B 

 
事務事業 C 

（例図） 目的 

手段 
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分類 内容 

施設等整備事業 
施設の建設、道路・公園などの整備及び情報システムの構築など、

資産の形成につながる事務事業 

施設等管理運営事業 施設の維持管理及び道路・水路・公園などの維持補修事業 

経常的事務事業 

法令により市が処理することとされている事務事業及び電算保守等

の定型的業務並びに予算調整・実施計画などの市の行政内部の管理

運営に関する業務 

ソフト事業 
施策の展開を図っていく上での施策的ソフト事業及びその他上記事

業に分類されない事業 

 

イ．具体的な評価の方法 

評価対象年度において、あらかじめ設定した活動指標や成果指標の目標値達成

度により評価（定量評価方式）を行いますが、様々な要因によりその評価のみで

は適正な評価とならない場合については、「定性評価方式」や「コスト分析」等に

よりさらに評価・検証を行う中で、最終的に事務事業ごとに総合評価を導き出し

ます。 

 

（ア）必要性・有効性・効率性について 

必要性・有効性・効率性の内容は概ね以下の通りです。 
 

評価項目 内容 具体的な項目 

必要性 

事務事業の目的や市が事務事業を担う必

要性が、社会経済情勢や時代ニーズに照ら

して妥当であるかどうか検証し評価する。 

事務事業の公的責務、社会経

済情勢・時代ニーズなどとの

妥当性 など 

有効性 

まちづくり総合計画・基本計画等に掲げら

れている目標を実現する上で、事務事業が

有効に機能しているかどうか検証し評価

する。 

事務事業の施策等に対する貢

献度、事務事業の達成度（事

業活動における成果）など 

効率性 

まちづくり総合計画・基本計画等に掲げら

れている目標を実現する上で、事務事業の

実施方法等が効率的であるかどうか検証

し評価する。 

費用対効果（コストパフォー

マンス）、用いる手段・方法・

方策 など 

その他 

前年度における事務事業評価における指

摘事項がきちんと改善されているかや、そ

の他事務事業の特性・性格などに併せて必

要な検証・評価を行う。 

事務事業の改善状況、リスク

管理の有無・妥当性、アウト

ソーシングの可能性 など 
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（イ）総合評価について 

評価・検証の結果、「総合評価」として最終的に事務事業ごとに導き出される

結果・結論は以下の４つです。 

 

 

 評価結果の分類 解説 

Ａ 

目標を達成した 

（計画どおりに事業

を進めた） 

・ 目標値に到達している場合 

・ 特に改善を必要とする事項は見当たらないため、計

画どおりに事業を進めることが適当である。 

Ｂ 

概ね目標を達成した 

（実施方法等の見直

しが必要） 

・目標値の到達度が８０％以上１００％未満の場合 

・事業の継続は必要と考えるが、その実施方法やコス

ト等を見直しのうえ、効果的・効率的な事業運営を

行う必要がある。 

・事業の継続は必要と考えるが、長期間事業内容の見

直しが実施されておらず、効率的・効果的な事業実

施のためにも、何らかの見直しが必要である。 

・目標達成を早めるための事業拡充も場合によって

は必要である。 

Ｃ 

目標を下回る 

（大幅な見直しが必

要） 

・目標値の到達度が５０％以上８０％未満の場合 

・事業の継続は必要と考えるが、その実施方法等につ

いては、大幅な見直しが必要である。 

・事業の継続は必要と考えるが、長期間事業内容の見

直しが実施されておらず、効果的・効率的な事業実

施のためにも、大幅な見直しを行う必要がある。 

・事業統合や外部委託、市民との協働が可能な事務事

業であり、それらの積極的な活用を図る必要があ

る。 

Ｄ 

目標を大きく下回る 

（抜本的な見直し、廃

止の検討） 

・目標値の到達度が５０％未満の場合 

・事業目的を達成したと判断できるため、事務事業の

廃止が適当である。 

・これ以上事務事業を継続しても目標を達成できる

見込みはないと判断できるため、事務事業の廃止が

適当である。 

・事業開始からの状況の変化により、現状のまま事業

を続けることは困難である。事務事業を一旦休止す

るなどの対策が必要である。 
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（２）施策評価とは 

施策とは、まちづくり総合計画に掲げる施策で、「基本施策」と「推進施策」で構

成しています。 

この推進施策を対象として評価・検証を行うのが「施策評価」です。 

施策ごとに定められた目標（値）の進捗管理をベースとして、その達成度などから

評価・検証を行います。 

この評価・検証作業を通じて基本的な施策がより効率的・効果的に実行されること

で、その基本施策によって構成され成り立っている、まちづくり総合計画の柱である

政策が有効に機能することになります。 
 

 

 
 

①評価主体 

行政評価等評価委員会において評価を行います。 

 

②評価方法 

まちづくり総合計画に掲げる推進施策に連動する事務事業評価結果等により評価

を行います。 

 

③具体的な評価の方法 

第２次まちづくり総合計画に掲げる 149 の「推進施策」単位において評価を実施

しました。 

  評価にあたっては、事務事業評価結果の積み上げや、所管課より提出されている実

施計画事業、サマーレビューにおけるヒアリング状況等を踏まえ、推進施策の「重要

度」と「緊急度」の組合せにより、4 つの方向性を決定しました。（下図参照） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
政策 A 

 
施策 A 

 
施策 B 

 
事務事業 A 

 
事務事業 B 

 
事務事業 C 

 
事務事業 D 

（例図） 目的 

手段 

③推進
②推進

（緊急性を伴うもの）
①重点推進

④維持 ③推進
②推進

（緊急性を伴うもの）

重要度

高

高緊急度
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２．４ 行政評価結果の活用指針 

（１）各事務事業の見直しに活用 

「事務事業評価」は、各事務事業の見直しや改善に活用するとともに、改善等につ

いて取組む事務事業の進捗管理などにも活用します。 

 

（２）市民と議会と行政の「行政活動」の情報の共有化に活用 

市民と議会と行政が連携して、同じベクトルのもと一体になってまちづくりに取組

んでいくための基本は「情報の共有」であることから、このための情報として活用し

ます。 

 

（３）限られた資源である「ひと・もの・かね」の適正配分に活用 

施策や事務事業を効率的・効果的に進めていくための「ひと・もの・かね」の資源

の適正配分に有効活用します。 

 

（４）最上位計画である「まちづくり総合計画」の進捗管理と見直しに活用 

施策評価や事務事業評価により「まちづくり総合計画」の進捗管理を行うとともに、

実施計画のローリングや基本計画の見直し・策定の際に活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情
報
公
開
・
市
民
参
画
手
法 

実施計画策定システム 

行政評価システム 

中期財政見通し 

予算状況等 

政策体系の共有 

行政評価システムと連動 

組
織
定
員
管
理
・
人
材
育
成 

情
報
公
開
・
市
民
参
画
手
法 

予算編成・執行管理システム 
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２．５ 推進体制 

（１）行政改革推進本部 

 行政評価の取組みや結果をまちづくり全般に反映させていくため、市長を本部長とす

る「行政改革推進本部」において制度の着実な推進を図っていきます。 

 ※周南市行政改革推進本部：市長を本部長、副市長を副本部長とする庁内組織で、教

育長や上下水道事業管理者、モーターボート競走事業管理者、監査委員の他、各所管

部長等が本部員となっています。 

 

（２）行政評価等評価委員会 

 周南市が実施する行政活動に関する評価の信頼性及び客観性を確保し、効率的かつ効

果的な行政運営に寄与するため、周南市行政評価等評価委員会を設置しています。 

 所管課が行った事務事業評価結果の検証や施策評価を実施しています。 

 ※政策推進部長を委員長とし、周南市版マネジメントシステムの関係課長が委員とな

っています。 
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３．１ 事務事業評価 

平成３０年度は、７８０の事務事業を対象として「事務事業評価」を行い、評価結果

は以下のとおりでした。 

 

（１）個別事務事業の評価結果（概要） 

① Ａ評価 

「シティプロモーション事業」や「（仮称）西部地区学校給食センター建設事業費」

など、計画どおりに事業を進めることが適当と考えられる３９０事業 

 

② Ｂ評価 

「公共施設マネジメント推進事業費コンビナート電力利活用推進事業」や「コンビ

ナート電力利活用推進事業」など、実施方法やコスト等を見直しのうえ継続すること

が適当と考えられる３２３事業 

 

③ Ｃ評価 

「長田フィッシャリーナ管理事業費」や「民俗資料展示室管理運営事業費」など、

事業統合や外部委託等による大幅な見直しが必要と考えられる３４事業 

 

④ Ｄ評価 

「郵便局住民票等交付事業費」や「公民館管理運営事業」など、事業が終了したも

のや、抜本的な見直しが必要と考えられる３３事業 

 

ア．平成３０年度評価結果 

                      

 

 

区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ３０ 

Ａ評価 174 146 110 326 414 389 353 364 ３９０ 

Ｂ評価 507 528 468 525 460 453 399 367 ３２３ 

Ｃ評価 131 94 86 29 30 29 41 37 ３４ 

Ｄ評価 13 22 20 11 32 20 29 17 ３３ 

合計 825 790 684 891 936 891 822 785 ７８０ 

３．平成３０年度行政評価の取組みと結果（効果等） 

（単位 件） 
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【評価結果グラフ（年度毎の評価別事務事業数）】 
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・Ｈ23 に事業数が減ったのは、下水道関連の事業が公営企業会計となり評価対象外

となったため。 

・Ｈ24 に事業数が減ったのは、債務負担行為が設定されている事業や事務全体が国

の制度にかかる義務的経費となっている事務事業等が評価対象外となったため。 

・Ｈ25 に事業数が増加したのは、福祉部等において予算小事業を細分化したこと、

また、今まで評価を実施していなかった競艇事業部や上下水道局においても評価

を開始したため。 

・Ｈ26 に事業数が増加したのは、国の交付金事業（地域の元気臨時交付金事業）が

増加したため。 

・Ｈ27 に事業数が減少したのは、国の交付金事業（地域の元気臨時交付金事業）が

終了したため。 

・Ｈ28、H29 の事業数が減少したのは、各部署において予算小事業の統合等を実

施したため。 
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イ．事務事業類型別比較 

区分 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 計 

施設等整備事業 ５３ ３３ ６ ４ ９６ 

施設管理運営事業 ６６ ６３ ９ １１ １４９ 

経常的事務事業 １８０ １１９ ４ １３ ３１６ 

ソフト事業 ９１ １０８ １５ ５ ２１９ 

合  計 ３９０ ３２３ ３４ ３３ ７８０ 

 

３．２ 施策評価 

平成３０年度は、１４９の推進施策を対象として「施策評価」を行い、評価結果は以

下のとおりでした。 

 

（１）施策の方向性 

  

３．３ 財政効果額 

◇平成３０年度行政評価及び各課の工夫等による効果額 

     １，２９４，７０９千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

重点推進 ２７施策 １７施策 １３施策 

推進（緊急性を伴うもの） １２施策 １６施策 １１施策 

推進 ３１施策 ２８施策 ２７施策 

維持 ７９施策 ８８施策 ９８施策 

合計 １４９施策 １４９施策 １４９施策 

 

【主な内容】 

○ 実施計画事業費等の精査       １，１６３，９８０千円 

○ 庁舎集約による光熱費等の削減額      ９１，６６５千円 

○ 設計管理業務等の職員実施範囲拡大     ３６，３５１千円 

○ 処理困難物選別施設の集約化         ５，９２６千円 

（単位 件） 
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◆「まちづくり総合計画」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」と行政評価の

連動 

まちづくりを計画的に展開していくためには、「まちづくり総合計画」に掲げる都

市の将来像や目標、また、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本方針や

目標に沿って、各施策や事業を進めていく必要があり、そのための進行管理と行政評

価のさらなる連動を図ります。 

また、「第 2 次まちづくり総合計画・後期基本計画」において、ＰＤＣＡサイクル

に基づく進行管理が進められるよう、行政評価とさらなる連動を強化するための仕組

みづくりを検討します。 

 

◆「緊急財政対策」との連動 

厳しい財政状況の中、予算編成時における財源不足を解消するため、平成 29 年度

に緊急財政対策を策定し、財源の確保や歳出の抑制のための取組みを進めています。 

この歳出の抑制のうち、事務事業の見直しによる取組みにおいては、事務事業評価

の活用による事業の見直しや予算編成時における各担当部署での検討・工夫になどに

より、事業に係る経費の削減を図り、行政評価と緊急財政対策とのより効果的な連動

を強化をしてまいります。 

 

◆新電算システムにおける評価へのスムーズな移行 

令和元年度より、新たな内部事務電算システムによる行政評価がスタートします。 

評価に当たっては、現行の評価から新たな評価への移行をスムーズに行えるよう、

その準備をしっかり整えます。 

また、施策評価についても新たなシステムを使用して、各所管課が実施することと

なることから、評価の精度については行政評価等評価委員会を活用し、しっかりと検

証を進めます。 

さらに、システムの活用により、実施計画や予算編成とのデータ連携が可能となる

ことから、評価等の職員負担の軽減が図れるようさらなる効率化を目指します。 

 

５．今後の課題（今後の方向性） 


